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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成18年12月21日に提出した第２期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）半期報告書の記載に訂正を要する箇

所があったため、半期報告書の訂正報告書を提出いたします。 

  

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

２ 事業の内容 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

(1）中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

注記事項 

（有価証券関係） 

  

  

３【訂正箇所】 

訂正箇所は  罫で表示しております。 

  

  

第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

２【事業の内容】 

  

（訂正前） 

 当社グループは、ジャパンパイル株式会社（当社）及び子会社９社、関連会社３社により構成されており、製品事業及び工事

事業を営んでおります。当社及び子会社の企業集団における位置付けと事業内容は次のとおりであります。 

  

（訂正後） 

 当社グループは、ジャパンパイル株式会社（当社）及び子会社９社、関連会社４社により構成されており、製品事業及び工事

事業を営んでおります。当社及び子会社の企業集団における位置付けと事業内容は次のとおりであります。 

  

  

 



第５【経理の状況】 

１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

  

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

          

Ⅱ 固定資産        

          
３．投資その他の資

産 
       

(1）投資有価証券 ※２ 578   932 1,022   

(2）長期貸付金   443   67 74   

(3）繰延税金資産   312   438 411   

(4）その他 ※２ 952   1,964 1,351   

貸倒引当金   △305 1,981 5.5 △1,084 2,318 4.8 △402 2,457 5.1

固定資産合計   10,923 30.3 14,513 29.9  14,076 29.5

         
          
         

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

          

Ⅱ 固定資産        

          
３．投資その他の資

産 
       

(1）投資有価証券 ※２ 578   932 1,110   

(2）長期貸付金   443   67 74   

(3）繰延税金資産   312   438 411   

(4）その他 ※２ 952   1,964 1,263   

貸倒引当金   △305 1,981 5.5 △1,084 2,318 4.8 △402 2,457 5.1

固定資産合計   10,923 30.3 14,513 29.9  14,076 29.5

         
          
         



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（訂正前） 

  

 

  
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッュ・フロー         

          

少数株主に対する配当金の支払額   △0 － 0 

          
          

  
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッュ・フロー         

          

少数株主に対する配当金の支払額   △0 － △0 

          
          

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連

結子会社（㈱千葉興産）及び関

連会社（前田大同㈱、ユニオン

ヒューム管㈱、㈱エイトン、ナ

ガサキダイドー建材㈱）は、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象

から除いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外

しております。 

 持分法を適用していない関連

会社（前田大同㈱、ユニオンヒ

ューム管㈱、㈱エイトン）は、

中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象

から除いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外

しております。 

 持分法を適用していない関連会

社（前田大同㈱、ユニオンヒュー

ム管㈱、㈱エイトン）は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 



（訂正後） 

  

  

注記事項 

（有価証券関係） 

（訂正前） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．当中間連結会計期間末において、減損処理の対象となる有価証券はありません。 

２．減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連

結子会社（㈱千葉興産）及び関

連会社（前田大同㈱、ユニオン

ヒューム管㈱、㈱エイトン、ナ

ガサキダイドー建材㈱、ＡＴＣ

トレードシステム㈱）は、中間

純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から

除いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外して

おります。 

 持分法を適用していない関連

会社（前田大同㈱、ユニオンヒ

ューム管㈱、㈱エイトン、ＡＴ

Ｃトレートシステム㈱）は、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象

から除いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外

しております。 

 持分法を適用していない関連会

社（前田大同㈱、ユニオンヒュー

ム管㈱、㈱エイトン、ＡＴＣトレ

ードシステム㈱）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 244 362 118 

(2）債券   

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 600 599 △0 

合計 844 962 117 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 36 

優先株式 50 

公社債投資信託（ＦＦＦ） 417 



（省略） 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．当連結会計年度末において、減損処理の対象となる有価証券はありません。 

２．減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 53 

優先株式 50 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 565 887 321 

(2）債券   

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 10 15 5 

合計 575 903 327 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 69 

優先株式 50 



（訂正後） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．当中間連結会計期間末において、減損処理の対象となる有価証券はありません。 

２．減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（省略） 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 243 361 118 

(2）債券   

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 600 599 △0 

合計 843 960 117 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 34 

優先株式 50 

公社債投資信託（ＦＦＦ） 417 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 51 

優先株式 50 



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．当連結会計年度末において、減損処理の対象となる有価証券はありません。 

２．減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

  

  

  

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 564 886 321 

(2）債券   

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 10 15 5 

合計 574 901 327 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 51 

優先株式 50 
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